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第１章 計画の策定にあたって

１ 計画策定の要旨

西条市の就学前教育・保育については、「西条市総合計画」、「西条市子ども・子育て

支援事業計画」、「西条市公共施設等総合管理計画」の ３つの計画の中で施策を進めて

きた。しかし、少子化に伴う就学前人口の減少が見込まれるなか、公立保育所、認定こ

ども園、幼稚園については、今後約２０年の間に耐用年数を迎えることになり、就労を

希望する保護者の増加など、子どもを取り巻く環境や家庭の求めるニーズも大きく変

わり、公立幼稚園では域内児童数の減少など様々な課題が生じている。こうした状況を

踏まえ、将来にわたり持続可能な教育・保育サービスの提供体制を構築していくため、

教育・保育の需要に見合った適切な施設数、定員規模等を検討した施設の再編計画を

策定する。

２ 再編整備の基本的な考え方

①適正な施設規模の確保

子ども・子育て支援法第61条第2項に基づき設定している教育・保育提供区域（5区

域）における、私立保育所等の配置状況等を踏まえ、教育・保育の量の見込みに応じた

適正な公立保育所等の施設の規模の確保を図る。

②公立保育所等の機能強化

公立保育所等の再編により集約される人的・物的資源を効果的に活用し、教育・保育

内容の充実や施設の長寿命化を図り、教育・保育環境の質の向上に努める。

③安全・安心な施設環境の確保

全13施設15棟のうち建築後40年経過が5棟、30年経過が4棟、20年経過が4棟、

20年未満が2棟であり、半数以上の建物は、築30年を経過している。このため建物の

老朽化や設備部分の経年劣化による改修などの整備が必要となる施設について、実情

に応じた必要な対策を講じる。

1



３ 計画の位置付け

最上位計画である「西条市総合計画」をはじめ、「西条市子ども・子育て支援事業計画」、「西条

市公共施設等総合管理計画」の理念や施策の整合性を図りながら、保育所等の再編整備計画を

推進していく。

西 条 市 総 合 計 画

基本目標：第１章 健やかに生き生きと暮らせる福祉のまちづくり
施策：第３節 子育て環境の充実
内容（１）子育て支援体制の充実を図ります

西条市子ども・子育て支援事業計画

基本目標1：幼児期の教育・保育の充実
少子高齢化や核家族化の進展、ライフスタイルや価値観の変化のなかで、
多様化する子育て家庭の生活実態や意向を十分に踏まえ、教育・保育環
境の整備を図ります

西条市公共施設等総合管理計画

個別施設計画
建築物は縮減するものの機能やサービスの向上を図る「縮充」の発想で
公共施設のあり方を見直す

西条市公立保育所・認定こども園・幼稚園の再編に関する基本方針
（令和5年3月）

西条市公立保育所等再編整備計画
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4 計画の期間

就学前人口の推計や教育・保育事業の利用者の状況を見据えるとともに、公立保育所等の耐

用年数等を勘案し、施設再編の計画期間を令和６年度（２０２４ 年度）から令和１５年度（２０３３

年度）までの１０年間とする。

なお、計画期間中においても、社会情勢の変化などに対応するため、必要に応じて計画の見

直しを行う。

第２期西条市総合計画 令和２年度～
令和６年度

第２期西条市子ども・子育て支援事業計画 令和２年度～
令和６年度

西条市公共施設等
総合管理計画

平成２９年度 ～ 令和３８年度

西条市公立保育所等再編整備計画
令和６年度～

令和1５年度

5 再編整備の対象施設

公立保育所

7 施 設

• 禎 瑞 保 育 所

• 東予北保育所

• 丹 原 保 育 所

• 田 野 保 育 所

• 小松東保育所

• 小松西保育所

• 石 根 保 育 所

公立認定こども園

3 施 設

•河 北 こ ど も 園

•東予南こども園

•国 安 こ ど も 園

公立幼稚園

3 施 設

•ひまわり幼稚園

•多 賀 幼 稚 園

•小 松 幼 稚 園
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第２章 就学前児童を取り巻く現状と課題

１ 就学前人口の推移

（各年3月31日時点）

平成２７年から令和５年における住民基本台帳人口の実績値を示している。

各年齢とも減少傾向で推移している。（平成２７年～令和５年 △1,300人 減少率２３．４％）

２ 現状と課題

（１）子どもの数の減少

少子化に伴う就学前人口の減少から公立保育所等利用園児数は、減少傾向にある。

また、教育・保育提供区域ごとの利用園児数の推計にもあるように、将来的にも減少す

ることが予測される。特に公立幼稚園の利用園児数については減少が著しく、各提供区

域ごとに施設のあり方を検討する必要がある。

○西条市教育・保育提供区域

817人 822人 785人 802人 737人 708人 651人 644人 613人

1,832人 1,747人 1,685人 1,654人 1,647人 1,599人 1,500人 1,411人 1,309人

2,899人 2,824人 2,776人 2,669人 2,616人 2,529人 2,546人 2,446人
2,326人

5,548人
5,393人

5,246人
5,125人

5,000人
4,836人

4,697人
4,501人

4,248人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

6,000人

H27 H28 H29 H30 H31 R2 R3 R4 R5

就学前人口の推移（西条市全体）

０歳 １，２歳 ３～５歳 合計
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区 域 小 学 校 区

西条東部 西条、神拝、大町、玉津、飯岡

西条西部 神戸、禎瑞、橘、氷見

東 予 壬生川、周布、吉井、多賀、国安、吉岡、三芳、楠河、庄内

丹 原 丹原、徳田、田滝、田野、中川

小 松 小松、石根



①就学前人口の推計

上記グラフは、本計画の計画期間である令和６年から令和１５年度までの各年3月３１日時

点における就学前人口の推計を示している。各年齢とも緩やかに減少すると予測される。全

体的には計画期間である令和６年～令和１５年の間で５８２人（減少率１３．６％）減少する。

②教育・保育提供区域別の就学前人口の推計

＜西条東部区域＞令和６年～令和１５年の増減

全体：△199人（△８．０％） ３～５歳児：△93人（△７．４％）

１～２歳児：△73人（△８．８％） ０歳児：△33人（△８．６％）

630人 620人 611人 601人 592人 585人 573人 565人 558人 549人

1,406人 1,377人 1,355人 1,333人 1,313人 1,292人 1,268人 1,249人 1,229人 1,210人

2,256人 2,206人 2,167人 2,131人 2,094人 2,056人 2,021人 1,998人 1,975人 1,951人

4,292人 4,203人 4,133人 4,065人 3,999人 3,933人 3,862人 3,812人 3,762人 3,710人

0人

1,000人

2,000人

3,000人

4,000人

5,000人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

384人 380人 377人 374人 371人 368人 364人 360人 356人 351人

832人 824人 817人 810人 803人 797人 788人 779人 769人 759人

1,264人 1,248人 1,236人 1,224人 1,212人 1,200人 1,191人 1,185人 1,178人 1,171人

2,480人 2,452人 2,430人 2,408人 2,386人 2,365人 2,343人 2,324人 2,303人 2,281人

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

⻄条東部

⻄条市全体
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＜西条西部区域＞令和６年～令和１５年の増減

全体：△81人（△２５．０％） ３～５歳児：△44人（△２４．７％）

１～２歳児：△27人（△２６．５％） ０歳児：△10人（△２２．７％）

＜東予区域＞令和６年～令和１５年の増減

全体：△183人（△１９．７％） ３～５歳児：△99人（△２０．０％）

１～２歳児：△58人（△１９．８％） ０歳児：△26人（△１８．６％）

44人 42人 40人 38人 36人 35人 34人 34人 34人 34人

102人 96人 93人 90人 87人 84人 80人 78人 76人 75人

178人
169人 163人 158人 152人 146人

139人 137人 136人 134人

324人
307人

296人
286人

275人
265人

253人 249人 246人 243人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

140人 137人 134人 131人 128人 126人 122人 119人 117人 114人

293人 283人 276人 269人 263人 256人 250人 245人 240人 235人

496人 480人 468人 457人 446人 435人 425人 415人 406人 397人

929人
900人

878人
857人

837人
817人

797人 779人 763人 746人

0人

200人

400人

600人

800人

1,000人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

⻄条⻄部

東予
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＜丹原区域＞令和６年～令和１５年の増減

全体：△54人（△１７．９％） ３～５歳児：△31人（△１７．９％）

１～２歳児：△17人（△１８．３％） ０歳児：△6人（△１６．７％）

＜小松区域＞令和６年～令和１５年の増減

全体：△65人（△２５．３％） ３～５歳児：△38人（△２６．２％）

１～２歳児：△21人（△２４．４％） ０歳児：△6人（△２３．１％）

36人 36人 36人 35人 35人 35人 33人 32人 31人 30人

93人 92人 90人 88人 87人 85人 82人 80人 78人 76人

173人 170人 166人 162人 159人 155人 152人 149人 145人 142人

302人 298人 292人
285人 281人 275人

267人 261人
254人 248人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

350人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

26人 25人 24人 23人 22人 21人 20人 20人 20人 20人

86人 82人 79人 76人 73人 70人 68人 67人 66人 65人

145人
139人 134人 130人 125人 120人

114人 112人 110人 107人

257人
246人

237人
229人

220人
211人

202人 199人 196人 192人

0人

50人

100人

150人

200人

250人

300人

R6 R7 R8 R9 R10 R11 R12 R13 R14 R15

就学前人口の推計

０歳 １～２歳 ３～５歳 合計

丹原

小松
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③公立保育所等の利用園児数の状況

公立保育所・公立認定こども園の定員に対する利用園児数（充足率）は、令和５年１１月３０日現在、丹原保育所で

９４％を超えており、国安こども園、禎瑞保育所、東予北保育所、小松西保育所で７０％を超えている状況である。

東予南こども園については令和2年4月、国安こども園については令和3年4月に保育所と幼稚園が統合し認定

こども園に移行しており、それまでの利用園児数については統合前の施設の合算数値である。

全体の充足率については６６.6％となっている。

80人 90人 90人

60人

120人

90人 90人

205人 215人

135人

63人 67人
85人

27人

72人
67人

41人

116人
132人

112人

0人

50人

100人

150人

200人

公立保育所等の定員と利用園児数

令和５年１１月３０日（広域含む）

定員 利用園児数

禎瑞保育所

東予北保育所

丹原保育所

田野保育所

小松東保育所

小松西保育所

石根保育所

河北こども園

東予南こども園

国安こども園

20人

40人

60人

80人

100人

120人

140人

160人

180人

200人

H31 R2 R3 R4 R5

公立保育所等利用園児数推移

（各年3月31日時点児童数：広域含む）
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公立幼稚園の定員に対する利用園児数（充足率）は、令和５年１１月３０日現在、ひまわり幼稚園で

１４.4％、多賀幼稚園で２６.7％、小松幼稚園で２１.4％となっており、減少傾向が続いている状況で

ある。

90人
105人

70人

13人
28人

15人

0人

50人

100人

150人

200人

ひまわり幼稚園 多賀幼稚園 小松幼稚園

公立幼稚園の定員と利用園児数

令和５年１１月３０日

定員 利用園児数

ひまわり幼稚園

多賀幼稚園

小松幼稚園

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

H31 R2 R3 R4 R5

公立幼稚園利用園児数推移

（各年3月31日時点児童数）
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（２）保護者ニーズの多様化

保護者の労働時間（女性の社会進出、就労形態の変化など）に対応する保育時間の確保（延長保育な

ど）や就学前教育・保育の質の充実など保育ニーズは多様化している。また、病児・病後児保育の充実の

ほか、就園していない児童に対する一時預かり保育や、子育て相談や親子で交流を行える地域子育て支

援拠点事業といった特別保育事業の充実も必要とされる。

10

定員 児童数 入所率

み の り 保 育 園 70 60 85.7%

玉 津 保 育 園 60 68 113.3% ○

玉 津 幼 稚 園 60 63 105.0%

飯 岡 保 育 園 80 80 100.0% ○ ○

双葉幼稚園（1号） 30 25 83.3%

双葉幼稚園（2・3号） 30 39 130.0%

西条認定こども園（1号） 10 9 90.0%

西条認定こども園（2・3号） 70 76 108.6%

め ぐ み 保 育 園 200 229 114.5% ○

め ぐ み 幼 稚 園 200 208 1.04

愛 ・ ゆ め い ろ 保 育 園 60 69 115.0% ○

み ど り 保 育 園 90 104 115.6% ○

わ か ば 保 育 園 70 81 115.7% ○

の ぞ み 保 育 園 12 11 91.7%

西条栄光幼稚園（1号） 27 28 103.7%

西条栄光幼稚園（2・3号） 33 36 109.1%

古川認定こども園（1号） 15 9 60.0%

古川認定こども園（2・3号） 90 107 118.9%

神 拝 保 育 園 180 176 97.8% ○ ○ ○

大 町 保 育 園 150 155 103.3% ○

大 町 幼 稚 園 60 62 103.3%

東 予 乳 幼 児 保 育 園 90 98 108.9%

さ く ら 保 育 園 （ 1 号 ） 15 17 113.3%

さくら保育園（2・3号） 90 99 110.0%

ひ よ こ ハ ウ ス 35 27 77.1%

聖 マ リ ア 幼 稚 園 60 59 98.3%

477 480 100.6%

1,410 1,515 107.4%

1,887 1,995 105.7%

神 戸 保 育 園 60 57 95.0%

かんべ幼稚園（1号） 42 24 57.1%

かんべ幼稚園（2・3号） 18 24 133.3%

橘 橘 保 育 園 45 45 100.0%

禎 瑞 禎 瑞 保 育 所 80 62 77.5%

ひ ま わ り 幼 稚 園 90 18 20.0%

ほ く し ん コ ウ ル 57 56 98.2%

132 42 31.8%

260 244 93.8%

392 286 73.0%

たから幼稚園（1号） 45 51 113.3%

たから幼稚園（2・3号） 55 48 87.3%

周 布 花 園 保 育 園 90 72 80.0% ○

東予南こども園（1号） 105 33 31.4%

東予南こども園（2・3号） 105 106 101.0%

ふ じ 保 育 園 135 127 94.1% 〇

多 賀 幼 稚 園 105 34 32.4%

国安こども園（1号） 45 14 31.1%

国安こども園（2・3号） 90 98 108.9%

吉 岡 東 予 北 保 育 所 90 63 70.0%

河 北 こ ど も 園 ( １ 号 ） 105 14 13.3%

河北こども園(2・3号） 100 110 110.0%

405 146 36.0%

665 624 93.8%

1,070 770 72.0%

丹 原 丹 原 保 育 所 90 79 87.8% ○

田 野 田 野 保 育 所 60 31 51.7%

西 山 学 園 （ 1 号 ） 60 25 41.7%

西 山 学 園 （ 2 ・ 3 号 ） 30 32 106.7%

中 川 中 川 さ く ら 保 育 園 90 107 118.9% 〇 ○

60 25 41.7%

270 249 92.2%

330 274 83.0%

小 松 東 保 育 所 120 78 65.0% 〇 ○

小 松 幼 稚 園 70 27 38.6%

小 松 西 保 育 所 90 67 74.4% ○

石 根 保 育 所 90 35 38.9%

ほ く し ん コ テ ィ 30 27 90.0%

70 27 38.6%

330 207 62.7%

400 234 58.5%

1,144 720 62.9%

2,935 2,839 96.7% ※ 公 立 施 設

4,079 3,559 87.3%

計 （ 1 号 ）

計 （ 2 、 3 号 ）

総 合 計

計 （ 1 号 ）

計 （ 2 、 3 号 ）

合 計

小 松

小 松

石 根

計 （ 1 号 ）

計 （ 2 、 3 号 ）

合 計

計 （ 1 号 ）

計 （ 2 、 3 号 ）

合 計

丹 原

徳 田

東 予

壬 生 川

多 賀

国 安 〇

三 芳 ○ ○

吉 井 ○ ○ ○

合 計

西 条 西

神 戸

西 条 東

玉 津

飯 岡

〇

氷 見

計 （ 1 号 ）

計 （ 2 、 3 号 ）

合 計

計 （ 2 、 3 号 ）

神 拝
○

大 町
○ ○

計 （ 1 号 ）

西 条

○ ○ ○

保育所等特別保育事業一覧　　　　　　　　　　令和5年3月31日現在

提 供 区 域 小 学 校 区 保育所・幼稚園等
R5.3.31

延長保育 一時保育
子育て支援
センター



●西条市の保育所・認定こども園等の設置状況
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（3）公立保育所等施設の老朽化

公立保育所等全13施設15棟のうち半数以上の建物は築30年を経過しているため建物の

老朽化や設備部分の経年劣化による改修などの整備が必要となる施設について、実情に応じ

た必要な対策を講じ安全・安心な設備環境を確保する。

公立保育所等施設の状況

※耐用年数 木造22年 鉄骨34年 鉄筋コンクリート47年

小松区域の3施設が旧耐震の建築物であり、いずれもSRF工法にて耐震補強を施工済みである。そのうち、小松幼

稚園については、令和３年度に耐震診断を実施し新耐震基準を満たしている。

提
供
区
域

施 設 名 建築年度 構 造 新耐震・旧耐震 耐震及び改修歴 耐用年数満了年度

西
条
西
部

禎瑞保育所 1986（S61） 鉄筋コンクリート 新 － 2033（R15）

ひまわり幼稚園 1980（S55） 鉄筋コンクリート 新 － 2027（R09）

東

予

東予南こども園 2003（H15） 木 造 新 － 2025（R07）

多賀幼稚園 1996（H8） 鉄筋コンクリート 新 － 2043（R25）

東予北保育所 1995（H7） 鉄筋コンクリート 新 － 2042（R24）

国安こども園
1993(H5) 鉄筋コンクリート 新 － 2040（R22）

2020(R2) 木 造 新 － 2042（R24）

河北こども園
1985(S60) 鉄 骨 造 新 － 2019（R01）

2016(H28) 木 造 新 － 2038（R20）

丹

原

丹原保育所 1996(H8) 木 造 新 － 2018（H30）

田野保育所 1990(H2) 鉄骨鉄筋コンクリート 新 － 2037（R19）

小

松

小松東保育所 1979(S54) 鉄筋コンクリート 旧
H30改修済み

（SRF）
2026（R08）

小松西保育所 1978(S53) 鉄筋コンクリート 旧
H25改修済み

（SRF）
2025（R07）

小松幼稚園 1980(S55) 鉄筋コンクリート 旧
H25改修済み

（SRF）
R3耐震診断

2027（R09）

石根保育所 1981(S56) 鉄筋コンクリート 新 － 2028（R10）
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第３章 公立保育所等再編整備計画

１ 課題解決に向けた目指すべき方向性

近年は、共働き世帯の増加、低年齢児の保育ニーズの増加、多様化する就労形

態から求められる保育サービスの実施など、保育所や認定こども園、幼稚園に求

められるニーズは拡大する一方であり、老朽化した施設整備の検討と合わせて、

多様な教育保育サービスの導入を検討していく必要があるが、今後の児童数の

全体的な減少も考慮して進めていかなくてはならない。さまざまな状況を総合

的に勘案しながら、安全・安心で子育てにやさしい環境整備と施設の適正規模・

適正配置を目指す。

（１）公立保育所等の統合等と施設整備

公立保育所等については、耐用年数の満了及び園舎の老朽化等により施設修

繕等の対応が必要となっている。しかし、そのすべての施設について改修を行う

ことは適当ではなく、今後は、児童数や、施設の状況など総合的に勘案し、周辺

の施設との統合等も視野に入れた効果的な整備を計画する必要がある。また、

適切な規模と配置を検討すると同時に、認可（利用）定員についても整理を行い、

施設統合を行い、増築を行う場合は、市有地の活用をまず検討する。統合等を検

討する施設の選定については、児童数の減少などにより将来的に集団での保育

が困難となる場合を基本的な考え方とし、加えて、施設の老朽化等に伴い保育環

境の改善が困難であること、また、当該保育所等を廃止してもその施設を統合で

きる代替施設があることなど総合的に勘案した選定を行う。そして、統合等を進

めるにあたっては、将来の利用園児数の見込みを十分精査するとともに、保護者

や地域住民などの関係者に対し、事前に説明を行い、理解を得ることに努める。
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（2）公立保育所等の再編の基本方針

少子化に伴う就学前人口の減少が見込まれる中、教育・保育の多様性確保の

観点から私立保育所等の安定運営を優先し、公立保育所等は補完的機能を担う。

①幼保連携型認定こども園の設置を推進

公立保育所等において、園児数が減少すると見込まれる場合及び老朽化等に

より施設の維持が困難になる場合、国の方針に従い幼保連携型認定こども園へ

の再編整備を進めていく。

本市の学校規模適正化に向けた取り組みの状況を注視するとともに、おおむ

ね各中学校区で１園程度、拠点となる公立保育所等を再編整備し、近隣公共施設

との複合化も検討する。

②適正な施設規模（園児数）の確保

園児数の減少により集団教育・保育が困難となった場合は、拠点となる公立保

育所等に統合し、適正な施設規模（園児数）を確保する。

③民営化等による民間活力の活用

将来にわたり安定した運営が可能と予想される公立保育所等の民営化、指定

管理者制度の活用を検討する。

(3)私立保育園・認定こども園・幼稚園等の施設運営に関する意向調査

私立教育・保育施設（31施設）に対し、今後の施設運営方針や定員規模等に関

する考え方や新規施設の整備について意向調査を実施した。（調査結果について

は『参考資料1（21P～24P）』を参照）

・調査の実施期間 令和5年8月1日～令和5年8月18日
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2,839人

2,458人

2,248人
2,087人

96.7%

83.7%

76.6%
71.1%

0人

500人

1,000人

1,500人

2,000人

2,500人

3,000人

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

R5 R7 R12 R17

利用園児数推計 西条市全体（2、3号認定）

利用園児数推移 充足率

西条東部区域については、現在、それぞれの認定区分で利用定員を超過して受入れをしており、将来の利用園児

数推計については緩やかに減少していく傾向にあるが、他の区域と比較すると充足率は高水準で推移していく予定

になっている。また、この提供区域については私立の施設しかないが、利用定員の変更等を行いながら現在の施設

数を維持する必要があると考える。
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53.9%
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利用園児数推計 西条市全体（1号認定）

利用園児数推移 充足率
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利用園児数推計 西条東部（2、3号認定）

利用園児数推移 充足率

480人
429人 416人 397人

100.6%

89.9% 87.2%
83.2%

0人

100人

200人

300人

400人

500人

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

100.0%

120.0%

R5 R7 R12 R17

利用園児数推計 西条東部（1号認定）

利用園児数推移 充足率

西条市全体の現在の充足率については、2，3号認定が96.7％、1号認定については62.9％となっており、1号

認定の充足率が低い状況である。将来の利用園児数推計についても今後減少していく傾向にあり、公立幼稚園等の

施設統合や1号認定の利用定員の見直しを検討する時期にきている。

①西条市全体

②西条東部

２公立保育所等の再編

（1）教育・保育提供区域ごとの利用園児数の推計

利用園児数推計の算定方法については、各提供区域における令和２年（２０２０年）

の利用園児数に対して、国勢調査に基づく増減率を加味して算出している。
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西条西部区域の現在の充足率については、2，3号認定の93.8％に対して、1号認定が31.8％と著しく低く、そ

の大半の原因がひまわり幼稚園の園児数の減少によるものである。2，3号認定についてもR17の利用園児数推計

によると51.2％まで減少することが予測される。ひまわり幼稚園については早急に適切な集団規模の確保が課題

であり、禎瑞保育所と施設統合し認定こども園に移行することが望ましいと考える。

東予区域の現在の充足率については、現在2，3号認定の93.8％と比較し1号認定が36.0％と著しく低く、その

大半の原因が公立の施設（幼稚園・認定こども園1号認定）の利用園児数の減少によるものである。2，3号認定につ

いてもR17の利用園児数推計によると60.0％まで減少することが予測される。公立施設の1号認定の利用定員の

見直し等が必要であると考える。
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④東予
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丹原区域の現在の充足率については、現在2，3号認定の92.2％と比較し1号認定が41.7％と低い現状である。

2，3号認定についてもR17の利用園児数推計によると54.4％まで減少することが予測される。丹原地区の1号定

員については西山学園の1施設だけであるが、令和5年4月より利用定員を６０人から35人に減員しており、現在

の充足率については高くなっている。

小松区域の現在の充足率については、現在2，3号認定が62.7％、1号認定が38.6％と他の提供区域と比較する

と最も低い状況である。R17年の利用園児数推計については2，3号認定が41.8％、1号が24.3％とかなり減少

することが見込まれる。小松地区については5施設中4施設が公立施設であり、施設統合及び定員の見直しが必要

であると考える。
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（2）公立保育所等の再編

「公立保育所等の再編の基本方針」に基づく再編計画

私立保育園等への意向調査から今後の就学前児童の推移や保育の量の見込

みを考慮した場合、定員規模や規模の拡縮を問わず、認定区分ごとの定員の見

直しを考えている施設があり、公立保育所等は定員等について維持し補完的機

能を担うものとする。

【西条西部区域】

・禎 瑞 保 育 所

利用園児数は増加傾向で、施設の耐用年数は未経過（R15）である。

・ひまわり幼稚園

利用園児数は減少が著しく、施設の耐用年数は未経過（R9）である。

≪・禎瑞保育所・ひまわり幼稚園≫

ひまわり幼稚園の利用園児数が減少していること、また、禎瑞保育所及びひま

わり幼稚園ともに、現在の施設が愛媛県浸水想定区域内に位置していることか

ら、利用園児の安全・安心を確保するためにも、設置場所も含めた両施設の統合

等について検討する必要がある。

【東予区域】

・東予南こども園

利用園児数は減少傾向であり、施設の耐用年数は未経過（R7）である。

区域内の東予東中学校区において中心的に教育・保育を提供する施設であり、

公立教育・保育の拠点施設として位置付け、施設整備等を実施し維持していくも

のとする。

・多 賀 幼 稚 園

利用園児数が減少傾向であり、施設の耐用年数は未経過（R25）である。

11月30日現在の充足率が26.7％と利用園児数の減少が見られ、将来の利

用園児数についても今後さらに減少することが見込まれるため、将来的には同

中学校区に設置されている東予南こども園への統合を検討する。
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・東予北保育所

利用園児数は横ばい状態であり、施設の耐用年数は未経過（R24）である。

ある一定の利用園児数は確保されており、継続した運営を実施する施設とし

て位置づける。

・国安こども園

利用園児数は横ばい状態であり、施設の耐用年数は未経過（R22、R24）であ

る。

区域内の東予西中学校区において中心的に教育・保育を提供する施設であり、

公立教育・保育の拠点施設として位置付け、施設整備等を実施し維持していくも

のとする。

・河北こども園

利用園児数は減少傾向にあり、施設の耐用年数は、１棟が経過（R1）もう1棟が

未経過（R20）である。

区域内の河北中学校区において教育・保育を提供する唯一の施設であり、公

立教育・保育の拠点施設として、施設整備等を実施し維持していくものとする。

【丹原区域】

・丹 原 保 育 所

利用園児数は増加しており、施設の耐用年数は経過（H30）している。

区域内の丹原東中学校区において中心的に教育・保育を提供する施設であり、

公立教育・保育の拠点施設として位置付け、施設整備等を実施し維持していくも

のとする。

・田 野 保 育 所

利用園児数は減少傾向であり、施設の耐用年数は未経過（R19）である。

11月30日現在の充足率が45.0％と利用園児数の減少が見られ、将来の利

用園児数についても今後さらに減少することが見込まれるため、将来的には同

中学校区に設置されている丹原保育所への統合を検討する。
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【小松区域】

・小松西保育所

利用園児数は微減傾向であり、施設の耐用年数は未経過（R7）であるが、旧耐

震のニ階建て建築物であり、建築後45年が経過している。

・小 松 幼 稚 園

利用園児数は著しく減少しており、令和5年11月30日現在の充足率は

21.4％であり、施設の耐用年数は未経過（R9）であるが、旧耐震の建築物であ

り、建築後43年が経過している。

・小松東保育所

利用園児数は減少傾向であり、施設の耐用年数は未経過（R8）である。

≪・小松西保育所・小松幼稚園・小松東保育所≫

小松小学校区における3施設については、SRF工法にて補強はされているも

のの旧耐震の建築物であり令和7年度から令和9年度の間で耐用年数の満了を

迎える。

小松幼稚園の利用園児数の減少状況と小松西保育所の今後の利用園児数の

状況、建築後45年を経過する施設の老朽化を踏まえ、小松幼稚園の園舎を増築

して両施設を統合し、『（仮称）小松認定こども園』として整備する。

また、小松東保育所についても、利用園児数が定員の50％程度に減少する時

期を目途に、同こども園との施設統合を検討する。

・石 根 保 育 所

利用園児数は増加しており、施設の耐用年数は未経過（R10）である。

令和5年11月30日現在の充足率は45.6％であり、利用園児数については、

今後減少が見込まれるため、将来的には同中学校区に整備されるこども園との

施設統合を検討する。

今後における国の施策や「第３期西条市子ども子育て支援事業計画」におい

て示される教育・保育の今後の方向性や量の見込みについて必要に応じた見直

しを行うものとする。
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（参考資料1）

私立保育園・幼稚園等の施設運営に関する意向調査の概要

①定員充足率

6%

2園
10%

3園

13%

4園

26%

8園

32%

10園

13%

4園

60％以上70％未満
70％以上80％未満
80％以上90％未満
90％以上100％未満
100％以上110％未満
110％以上120％未満

私立各施設の定員充足率は３1園中２６園（83.9％）が充足率８０％以上となっており、
概ね安定的な運営が維持されている。

②定員規模に関する考え方

②－1定員規模の見直し

37%

6園
63%

10園

認可保育所

62%

5園

38%

3園

認定こども園

50%

2園
50%

2園

幼 稚 園

33%

1園
67%

2園

地域型保育事業所

45%

14園55%

17園

定員規模を見直すべき 現在の定員のままでよい

全体では約55％の施設が現在の定員の
ままでよいと回答しているが、約45％の
施設は見直すべきと考えている。

全31施設

全16施設 全8施設 全4施設 全3施設
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②－2定員規模見直しの方向性

50%

3園
50%

3園

認可保育所

規模縮小

規模の拡縮を問わず年齢ごとの定員を見直すべき

20%

1園

80%

4園

認定こども園

規模縮小

規模の拡縮を問わず年齢ごとの定員を見直すべき

100%

2園

幼稚園

100%

1園

地域型保育事業所

「定員規模を見直すべき」と回答した14園について、見直しの方向性について集計した
結果、「規模拡大」の意見はなく、上記グラフのとおり、「規模縮小」もしくは「規模の拡縮
を問わず年齢ごとの定員を見直すべき」という意見が全てであった。施設区分ごとの見
直しの方向性、定員規模に関する考え方については下記のとおりである。

• 「規模縮小」と回答した施設：3園

•5年以内に各年齢の定員規模を縮小する方向：1園

•5年以内に2号定員（3～5歳）の定員規模を縮小する方向：1園

•20年以内に各年齢の定員規模を縮小する方向：1園

•「規模の拡縮を問わず年齢ごとの定員を見直すべき」と回答した施設：3園

•具体的な定員規模、見直し時期は検討していない：3園

認可保育所

•「規模縮小」と回答した施設：1園

•5年以内に1号定員（3～5歳）定員規模を縮小する方向：1園

•「規模の拡縮を問わず年齢ごとの定員を見直すべき」と回答した施設：4園

•5年以内に各年齢の定員規模を縮小する方向：1園

•具体的な定員規模、見直し時期は検討していない：3園

認定こども園

•「規模縮小」と回答した施設：2園

•5年以内に各年齢の定員規模を縮小する方向：1園

•5年以内に認定こども園へ移行し各定員を見直す方向：1園

幼稚園

•「規模の拡縮を問わず年齢ごとの定員を見直すべき」と回答した施設：1園

•5年以内に各年齢の各定員を見直す方向：1園
地域型保育事業所
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③今後の施設の廃止または事業譲渡の可能性

事業譲渡の可能性がある

6%

2園

廃止の可能性がある

10%

3園

廃止・譲渡の可能性はない

84%

29園

●理 由
・事業継承の問題：2園
・入所児童数の減少に伴う採算性の問題：3園
●時 期
・未 定：2園
・5年以内 ：1園
・10年以内：2園

④公立施設の民営化に関する考え方

④－1 移管先法人となる意思の有無

意思がない
87%

意思がある
10%

空白
3%

教育・保育施設を運営する法人のうち、3法人が公
立保育所等施設を民間移管（民営化）する場合、移
管先法人となる意思があると回答した。

④－2 民間移管の条件、課題等

「移管先法人となる意思がある」と回答した3法人について、民間移管にあたっての条件、課題を受け入
れ希望園ごとに下表にまとめた。

田野保育所（1法人）

• 施設の拡大をするか、分園
にして、ゆとりのある保育が
行えるようにしてほしい。

具体的施設なし（2法人）

• 施設環境の整備や修繕

• 地域に見合った定員人数で
の運営
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⑤新規施設の整備に関する考え方

⑤－1 新規施設を整備する考えの有無

考えがある
0%

考えがない
100%

教育・保育施設を運営する法人のうち、新規施設
を整備する考えがあるという意見はなかった。
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西条小, 8人, 12%
神拝小, 2人, 3%

大町小, 2

人, 3%

玉津小, 1

人, 1%

飯岡小, 2

人, 3%

神戸小, 1人, 1%

禎瑞小, 18人, 

28%

橘小, 1人, 1%

氷見小, 23人, 

35%

吉井小, 2人, 3%

多賀小, 1人, 2%

国安小, 1人, 

2% 三芳小, 1人, 2%

庄内小, 1人, 2%

小松小, 1人, 2%

居住地校区別入所児童数

⻄条⼩ 神拝⼩ 大町⼩ 玉津⼩ 飯岡⼩
神⼾⼩ 禎瑞⼩ 橘⼩ 氷見⼩ 吉井⼩
多賀⼩ 国安⼩ 三芳⼩ 庄内⼩ ⼩松⼩

66人
57人 56人 58人

65人

82.5%

71.3% 70.0%
72.5%

81.3%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

1 禎瑞保育所

認 可 定 員 80人

建築年度（経過年数） 1986年（37年）

耐用年数満了年度 2033年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 禎瑞・西条西

壬生川小, 3

人, 5%

吉井小, 1人, 1%

国安小, 17人, 

26%

吉岡小, 43人, 65%

庄内小, 1人, 1%

丹原小, 1人, 2%

居住地校区別入所児童数

壬生川⼩ 吉井⼩ 国安⼩

吉岡⼩ 庄内⼩ 丹原⼩

78人
66人 67人

63人 66人

86.7%

73.3% 74.4% 70.0% 73.3%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

90人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

2 東予北保育所

認 可 定 員 90人

建築年度（経過年数） 1995年（28年）

耐用年数満了年度 2042年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 吉岡・東予西

（参考資料2）公立保育所等の現況 ※入所児童数については令和5年4月1日現在の数値
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壬生川小, 2人, 

3%

周布小, 4人, 5%

吉井小, 1人, 1%

国安小, 2人, 2%

丹原小, 69人, 

81%

徳田小, 3人, 4%

田野小, 2人, 2%
常盤小, 2

人, 2%

居住地校区別入所児童数

壬生川⼩ 周布⼩ 吉井⼩
国安⼩ 丹原⼩ 徳田⼩
田野⼩ 常盤⼩

83人
79人 81人

76人
85人

92.2%
87.8%

90.0%

84.4%

94.4%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

90人

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

3 丹原保育所

認 可 定 員 90人

建築年度（経過年数） 1996年（27年）

耐用年数満了年度 2018年

構 造 木造

校区 （小・中） 丹原・丹原東

大町小, 2人, 

8%

壬生川小, 1人, 

4%

周布小, 1

人, 4%

国安小, 1

人, 4%

庄内小, 1人, 4%

丹原小, 5人, 

20%

徳田小, 2人, 

8%

田野小, 11人, 

44%

中川小, 1人, 

4%

居住地校区別入所児童数

大町⼩ 壬生川⼩ 周布⼩
国安⼩ 庄内⼩ 丹原⼩
徳田⼩ 田野⼩ 中川⼩

43人

32人 34人
32人

25人

71.7%

53.3%
56.7%

53.3%

41.7%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

4 田野保育所

認 可 定 員 60人

建築年度（経過年数） 1990年（33年）

耐用年数満了年度 2037年

構 造 鉄骨鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 田野・丹原東
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大町小, 1人, 1%

氷見小, 14人, 

20%

周布小, 4人, 6%

吉井小, 3人, 4%

多賀小, 3

人, 4%

国安小, 1人, 1%

小松小, 43人, 

61%

石根小, 2人, 3%

居住地校区別入所児童数

大町⼩ 氷見⼩ 周布⼩
吉井⼩ 多賀⼩ 国安⼩
⼩松⼩ 石根⼩

94人 92人
88人

80人
71人

78.3%
76.7%

73.3%

66.7%

59.2%

0人

20人

40人

60人

80人

100人

120人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

5 小松東保育所

認 可 定 員 120人

建築年度（経過年数） 1979年（44年）

耐用年数満了年度 2026年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 小松・小松

氷見小, 1人, 1%

吉井小, 1人, 2%

多賀小, 4人, 6%
丹原小, 1人, 2%

徳田小, 2人, 3%

小松小, 57人, 86%

居住地校区別入所児童数

氷見⼩ 吉井⼩ 多賀⼩

丹原⼩ 徳田⼩ ⼩松⼩

70人
66人 68人 68人 66人

77.8%

73.3%
75.6%

75.6%
73.3%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

90人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

6 小松西保育所

認 可 定 員 90人

建築年度（経過年数） 1978年（45年）

耐用年数満了年度 2025年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 小松・小松
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氷見小, 2

人, 5%

周布小, 1人, 3%

多賀小, 1人, 3%

国安小, 1人, 2%

吉岡小, 1人, 2%

中川小, 1人, 2%

小松小, 7人, 

17%

石根小, 27人, 

66%

居住地校区別入所児童数

氷見⼩ 周布⼩ 多賀⼩ 国安⼩
吉岡⼩ 中川⼩ ⼩松⼩ 石根⼩

49人 48人

35人
27人

38人

54.4% 53.3%

38.9%

30.0%

42.2%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

90人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

７ 石根保育所

認 可 定 員 90人

建築年度（経過年数） 1981年（42年）

耐用年数満了年度 2028年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 石根・小松

西条小, 1人, 1%

神拝小, 1人, 

1%
氷見小, 5人, 4%

壬生川小, 17人, 

13%

周布小, 39人, 29%

吉井小, 33人, 24%

多賀小, 22人, 16%

国安小, 4人, 3%

吉岡小, 1人, 1%

丹原小, 8人, 

6%

田野小, 2人, 1%

小松小, 1人, 1%

居住地校区別入所児童数

⻄条⼩ 神拝⼩ 氷見⼩
壬生川⼩ 周布⼩ 吉井⼩
多賀⼩ 国安⼩ 吉岡⼩
丹原⼩ 田野⼩ ⼩松⼩

169人
152人 155人

140人
134人

78.6%

70.7% 72.1%

65.1%

62.3%

0人

50人

100人

150人

200人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

8 東予南こども園 R2.4施設統合

認 可 定 員 215人

建築年度（経過年数） 2003年（20年）

耐用年数満了年度 2025年

構 造 木造

校区 （小・中） 吉井・東予東
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橘小, 1人, 1%

氷見小, 1人, 1%

壬生川小, 9人, 8%

周布小, 2人, 2%

多賀小, 1人, 1%

国安小, 10人, 9%

吉岡小, 3人, 2%

三芳小, 24人, 21%

楠河小, 40人, 35%

庄内小, 19人, 17%

丹原小, 2人, 2%

徳田小, 1人, 1%

居住地校区別入所児童数

橘⼩ 氷見⼩ 壬生川⼩
周布⼩ 多賀⼩ 国安⼩
吉岡⼩ 三芳⼩ 楠河⼩
庄内⼩ 丹原⼩ 徳田⼩

113人 115人 122人 123人
113人

55.1% 56.1%
59.5%

60.0% 55.1%

0人

50人

100人

150人

200人

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

60.0%

70.0%
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入所児童数推移 充足率

9 河北こども園 H28.4、R4.4施設統合

認 可 定 員 205人

建築年度（経過年数）
1985年（38年）
2016年 （7年）

耐用年数満了年度
2019年
2038年

構 造
鉄骨造
木 造

校区 （小・中） 三芳・河北

大町小, 2人, 2%

飯岡小, 2人, 2%

壬生川小, 13人, 

11%

周布小, 5人, 4%

多賀小, 6人, 5%

国安小, 68人, 61%

吉岡小, 10人, 9%

三芳小, 2人, 2%

楠河小, 1人, 1%庄内小, 1人, 1%

徳田小, 1人, 1%
石根小, 1人, 1%

居住地校区別入所児童数

大町⼩ 飯岡⼩ 壬生川⼩
周布⼩ 多賀⼩ 国安⼩
吉岡⼩ 三芳⼩ 楠河⼩
庄内⼩ 徳田⼩ 石根⼩

125人
114人 111人 109人 112人

92.6%

84.4%
82.2%
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83.0%
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入所児童数推移 充足率

10 国安こども園 R3.4施設統合

認 可 定 員 135人

建築年度（経過年数）
1993年（30年）
2020年 （3年）

耐用年数満了年度
2040年
2042年

構 造
鉄筋コンクリート

木 造

校区 （小・中） 国安・東予西
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神戸小, 1人, 

8%

禎瑞小, 2人, 

17%

橘小, 2人, 

17%

氷見小, 7人, 

58%

居住地校区別入所児童数

神⼾⼩ 禎瑞⼩ 橘⼩ 氷見⼩

41人

28人 27人
19人
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45.6%
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30.0%

21.1%
13.3%

0人

10人

20人

30人

40人

50人

60人

70人

80人

90人

0.0%

5.0%

10.0%

15.0%

20.0%

25.0%

30.0%

35.0%

40.0%

45.0%

50.0%

R1 R2 R3 R4 R5

入所児童数推移 充足率

11 ひまわり幼稚園

認 可 定 員 90人

建築年度（経過年数） 1980年（43年）

耐用年数満了年度 2027年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 氷見・西条西

壬生川小, 

1人, 4%

多賀小, 

26人, 

96%

居住地校区別入所児童数

壬生川⼩ 多賀⼩
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27人
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45.7%
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入所児童数推移 充足率

12 多賀幼稚園

認 可 定 員 105人

建築年度（経過年数） 1996年（27年）

耐用年数満了年度 2043年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 多賀・東予東
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氷見小, 3人, 22%

小松小, 9人, 

64%

石根小, 2人, 

14%

居住地校区別入所児童数

氷見⼩ ⼩松⼩ 石根⼩
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入所児童数推移 充足率

13 小松幼稚園

認 可 定 員 70人

建築年度（経過年数） 1980年（43年）

耐用年数満了年度 2027年

構 造 鉄筋コンクリート

校区 （小・中） 小松・小松
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